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１ 

1 事業者 

事業者の名称 社会福祉法人ひとまる会 

設立年月日 昭和２７年５月７日 

事業所の所在地 兵庫県明石市大久保町大窪 2752－1 

代表者氏名 理事長 佐野 隆  

電話番号 078-936-1419 

ＦＡＸ番号 078-937-1920 

 

2 ホームの概要 

事業所の名称 グループホーム あったか家族 

事業所の所在地 兵庫県神戸市垂水区舞子坂 3丁目 16-10 

電話番号 ( 078 )787-3232 

管理者氏名 (職名) 管理者 脇田 直樹 

開設年月日 平成 29年４月１日 

 

3 関連事業所 

  電話 ＦＡＸ 

小規模多機能型居宅介護あったか家族 078-787-3233 078-783-3753 

ひとまる訪問看護ステーション 078-935-3380 078-935-3258 

明石乳児院 078-936-1419 078-937-1920 

なかよし保育園 078-975-6840 078-975-6801 

ふれんど分園 078-911-7060 078-911-7061 

ひとまる保育園 078-784-5984 078-784-5985 

すまいる保育園 078-731-7076 078-731-7075 

 

4 ホームの目的と理念 

目 的 

認知症により自立した生活が困難になった利用者に対し

て、住み慣れた暮らしに近い家庭的な環境のもとで、入

浴・排泄・食事等の介護・その他日常生活の世話及び心身

の機能訓練を行うことにより、利用者が有する能力に応じ

て役割を持ち、可能な限り自立した生活を安心して穏やか

に送っていただけるように支援する事を目的とする。 

理 念 

一. その人らしさを尊重します。 

一. 支援させて頂ける事を感謝します。 

一. 公平にサービスを提供致します。 

一． 地域のよりどころになります 
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5 ホームの概要 

    

（1）敷地および建物 

敷地 594．94㎡（坪） 

用途区域 第 2種住宅専用地域 

建物 

構造 鉄筋造３階建（耐火建築） 

延べ床面積 572.56㎡ 

利用定員 18名 

交通機関 神戸市営バス 
JR舞子駅より、バス 52・54・53・191系統舞子坂

3丁目下車南に徒歩 3 分 

  

 （2）居室及び共用部分 

居室 
2階 個室 9室、3階 個室 9室。1室の面積 9.51㎡～12.15㎡。  

ベッド・エアコン・照明器具・カーテン・洗面所・クローゼット 

共用部分 

各ユニットにダイニングキッチン、浴室、一般の便所の他に介助用

便所、洗濯室等がある。 

また、２階に相談室があり、3階には地域交流センターがある。 

 

６ 職員体制 

従業員の職種 人数 
常勤 非常勤 備考 

専従 兼務 専従 兼務 

管理者 １  １   介護従事者兼務 

介護職員 23 8 2 13   

計画作成担当者 2  2    

事務職員 1  1    

 

7 職員の勤務体制 

 人数 配 置 の 内 容 

昼間の体制 6名 

早出 2名  （ＡＭ ７：３０～ＰＭ１６：３０） 

日勤 2名  （ＡＭ ９：００～ＰＭ１８：００） 

遅出 2名  （ＡＭ１０：００～ＰＭ１９：００） 

夜間の体制  2名 夜勤 2名  （ＰＭ１６：３０～ＡＭ ９：３０） 

（夜間及び深夜の時間帯 21：00～翌 6：00） 
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8 職員の資質向上 

認知症高齢者介護に対する知識・技術の習得を主たる目的とする研修を受講する

機会を計画的に確保する。 

 

9 事業実施地域 

神戸市垂水区・西区・須磨区・明石市 

 

10 入居の条件 

1 要介護認定で、要支援 2・要介護 1～5の認定を受けている。 

2 
認知症の診断を受けている。（認知症の原因となる疾患が急性期の状態に

ある場合は対象とならない。） 

3 身の回りのことがある程度ご自分で出来て、おおむね健康な方。 

4 入居後も利用者に対してご家族の（精神的・物質的）協力が得られる方。 

5 共同生活を送ることができる方。 

 

11 行事・日課 

（年間行事） 

1月 お正月 3月 ひな祭り 5月 端午の節句 

7月 七 夕 9月 敬老祭 12月 クリスマス 

   ※その他 誕生日会（随時）外出ＤＡＹ 生花の会 外食会 

 

（日課） 

〔食事〕 

朝食 7：30～8：30 昼食 11：30～12：30 

おやつ 15：00～15：30 夕食 17：00～18：00 

     

〔入浴〕 

     自立している方は毎日、介助が必要な方は週に２～３回 
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12 サービスの内容および利用料等 

（１）保険給付サービス 

サービスの内容等 利用料 

① 食事・排泄・入浴（清

拭）・着替えの介助

等の日常の世話 

② 日常生活の中での

機能訓練 

③ 健康管理、相談、援

助等 

上記については包括的

に提供され、右の表によ

る要介護度に応じて定

められた金額が自己負

担になります。 

介護保険給付の１割・2割・3割負担 

・１日あたりの利用料  

 

（4級地の為、1単位 10.54円で計算されています。） 

 

介護度 介護費 
利用料(介護保険) 

1割負担 2割負担 3割負担 

要支援２ 748単位 約 788円 約 1,577円 約 2,365円 

要介護１ 752単位 約 793円 約 1,585円 約 2,378円 

要介護２ 787単位 約 829円 約 1,659円 約 2,488円 

要介護３ 811単位 約 855円 約 1,710円 約 2,564円 

要介護４ 827単位 約 872円 約 1,743円 約 2,615円  

要介護５ 844単位 約 890円 約 1,779円 約 2,669円 

《各種加算について》 

・初期加算として入居後 30日に限り、30単位（1日）加算されます。 

・入院期間中の体制加算      ア 246 単位（日/1月に 6日を限度） 

・医療連携体制加算(下記のいずれかを算定。契約時に詳細を説明します) 

医療連携体制加算Ⅰ    39単位（１日） 

医療連携体制加算Ⅱ    49単位（１日） 

医療連携体制加算Ⅲ    59単位（１日） 

・看取り介護加算      72単位（死亡日以前 31日～45日以下） (1日につき） 

                144単位（死亡日以前 4日以上 30日以下）（1日につき） 

680単位（死亡日の前日及び前々日）（1日につき） 

1,280単位（死亡日）                

・若年性認知症利用者受入加算  120単位（1日） 



 

５ 

・処遇改善加算(下記のいずれかを算定。契約時に詳細を説明します) 

処遇改善加算Ⅰ      介護報酬の 11.1％ 

処遇改善加算Ⅱ      介護報酬の  8.1％ 

処遇改善加算Ⅲ      介護報酬の  4.5％ 

  ・介護職員等ベースアップ等支援加算  2.3％ 

   ・科学的介護推進体制加算        40単位（月） 

下記加算は条件が整えば算定となります。予めご了承ください。 

・サービス提供強化加算(下記のいずれかを算定。契約時に詳細を説明します) 

サービス提供強化加算Ⅰ         22単位（1日） 

サービス提供強化加算Ⅱ      18単位（1日） 

サービス提供強化加算Ⅲ        6単位（1日） 

・認知症行動、心理症状緊急対応加算 200単位（1日／入所日から 7日を上限） 

・退去時相談援助加算   400単位（利用者 1人につき 1回を限度） 

・認知症専門ケア加算Ⅰ・Ⅱ        3・4単位（1日） 

・口腔・栄養スクリーニング加算         20単位（回／６月に１回を限度） 

・生活機能向上連携加算Ⅰ・Ⅱ  100・200単位 (月) 

・口腔衛生管理体制加算              30単位 (月) 

（２）介護保険対象外サービス 

種 類 内         容 利   用   料 

居室の提供 

（家 賃） 

個室 18室（2・3階）のいずれかへ利

用していただきます。その 1室分およ

び共用部分の賃料です。 

1ヶ月あたり  82,500円 

1日あたり     2,750円 

食材の提供 

（食材費） 

食材の検品により、新鮮で安価な食材

を提供します。 

1 食毎の請求となりますので、食事・

おやつが不要な場合は事前（7 日前）

に届け出が必要となります。 

過不足の清算は、毎年 3月に致します。 

１日あたり  1,800円 

１ｹ月あたり 1,800円×日数 

（朝 食）  350円 

（昼 食）  550円 

（おやつ）  300円 

（夕 食）  600円 

水道光熱費 

外泊・入院時、0 時～24 時までを１日

とし、日割り計算にて月毎に返金させ

ていただきます。 

過不足の清算は、毎年 3月に致します。 

１ヶ月あたり 

      20,000円 

１日あたり     670円 
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共益費 

エレベーターの点検・害虫駆除・消防

設備の点検・カーテンリース・ワック

ス等に使用します。 

過不足の清算は、毎年 3月に致します。 

1ヶ月あたり 

      8,000円 

１日あたり     270円 

預り金 

入居時に 300,000 円の預かり金をお預

かりさせて頂きます。 

（退去時には、未払い金・居室クリー

ニング代金等を差し引いた額をご返却

いたします） 

 

おむつの提供 利用者の希望に応じて提供します。 必要に応じて購入実費 

行政手続の代行 
市・区役所での書類の申請交付等を代

わって行います。 

書類代・役所への  

往復の実費交通費 

レクリエーション費 

施設行事計画に沿って行われた、施設

内外レクリエーションの諸費用・入場

料・交通費・駐車料・個人での買い物

等。 

実費 

その他の日用品費 

個人で使用した品。利用者の希望によ

って身の回り品として日常生活に必要

なものを提供した費用（歯ブラシ・化

粧品等） 

実費 

その他の日常生活費 

教養娯楽費（個人の希望による習字・

お花・絵画等にかかる費用並びに新

聞・雑誌等の購入） 

実費 

クリーニング代 
クリーニング店に取り継ぐ場合のクリ

ーニング代 （衣類・寝具） 
クリーニング店への支払い 

医療費 

健康管理費（健康診断・インフルエン

ザ等の予防接種にかかる費用等） 

定期往診を含む、診察・通院・投薬代

等 

医療機関への支払い 

理容サービス 
近隣の理･美容院への送迎や、出張サー

ビス等の手配を行います。 
サービス業者への支払い 

※生活保護受給者について…生活保護の定める住宅扶助に基づき基準内に於いて、当所を

利用される生活保護者の方に限り、室料 65,500円（82,500円の内 17,000円を減額させて

頂きます。） 
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13 お支払い方法 

（1）ホームは、利用者が支払うべき認知症対応型共同生活介護サービスに要した費

用について、利用者が介護サービス費として市町村より支給を受ける額の限度におい

て利用者に代わって市町村より支払いを受けます。以下法廷代理受領サービスという。 

（2）毎月 15日に、契約時に確認させていただいた請求書送付先様へ、利用料等の請

求書を送付させていただき、20日ゆうちょ銀行の口座引落し、若しくは振込とさせ

ていただきます。20日に引落ができない場合は、自動的に再引き落としとなります

（月末営業日が、土・日曜日・祝日の場合は翌営業日）。なお、振込の場合の振込手

数料は利用者負担となります。家賃・食材料費・水道光熱費と共益費は翌月分をお

支払いいただきます。 

（3）領収書には、ホームが提供した各種サービス毎の介護保険給付の対象となるも

のと対象外の区別、領収金額の内容を明記します。領収書は、翌月の請求書と合わ

せて発行いたします。 

  注意・月の途中で入居・退去される場合は、家賃等を日割り計算致します。 

  (4)12-(2)の実費の表記について 

   個人で購入された物や外来医療費等においてホームで立替える方法をとり領収書

を添付して利用料と一緒にご請求させて頂きます。 

 

14 苦情等申立先 

  利用者又は保証人は、提供された介護サービスに苦情がある場合は、いつでも苦情

を申し立てることができます。その場合ホームは迅速、てきせつに対処し、サービス

の向上又その改善に努めます。 

ホーム苦情相談室 

担当者 脇田 直樹（管理者） 

ご利用時間 随時（２４時間） 

電話番号 (078)787-3232 

兵庫県国民健康保険 

団体連合会 

電話番号 (078)332-5617 

受付時間 午前 8時 45分～午後 5時 15分 (月～金) 

神戸市消費生活センター 

電話番号 (078)371-1221             

受付時間 午前 9時 00分～午後 5時 00分（月～金） 

 



 

８ 

 

神戸保健福祉局 

監査指導部 

（高齢者虐待通報専用電話） 

 

電話番号 

 

(078)322-6774 

 

受付時間 

平日 8時 45分～午後５時 30分 

高齢者虐待の未然防止への取り組み等に 

関するご相談もお受けしています。 

 

神戸保健福祉局 

監査指導部 

 

電話番号 
 

(078)322-6326 

受付時間 
平日 8時 45分～12時  

13時～17時 30分 

 

 

 

１5 協力医療機関 

医 療 機 関 かわクリニック 

所 在 地 神戸市垂水区舞子坂３丁目 16-12 

電 話 番 号 （078）781-1838 

診 療 科 内科・消化器内科 

入 院 設 備 なし 

 

医 療 機 関 よし歯科医院 

所 在 地 神戸市西区白水 1丁目 38-7 

電 話 番 号 （078）978-0640 

 

＊医療連携体制として「クリオ訪問看護・リハビリステーション」と 

24時間 365日連携体制をとっており、定期的に訪問を受け利用者の健康管理に 

 努め、緊急時にも対応できるように体制を取っております。 

 

 

16 非常災害時の対策 

非常時の

対応 
別途に定める｢施設消防計画｣にのっとり対応いたします。 

非常時の

訓練 

別途に定める｢施設消防計画｣にのっとり、年２回夜間および昼間

を想定した避難訓練を利用者も参加して実施します。 



 

９ 

防 災 

設 備 

設  備  名  称 

スプリンクラー 屋内消火器 

避難階段 非常通報装置 

誘導灯 自動火災報知器 

漏電火災報知器  

カーテンは、防炎性能のあるものを使用しております。 

  ※ 職員の喫煙については、屋外指定場所で行います。 

 

17 事故発生時の対応 

サービス提供時により事故が発生した場合には、ご家族、市町村、関係医療機関等への 

連絡を行うことなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置について 

記録し、賠償すべき事故の場合には､損害賠償を速やかに行います。 

 

18 当施設ご利用の際に留意していただく事項 

来訪・面会 

面会時間（午前９：３０～午後６：００）を守って、来訪

の都度面会票に記入し、職員に届出てください。 

玄関に手指消毒用等の準備をしていますので、来訪・帰宅

時にご使用下さい。 

体調不良の方は、面会はご遠慮下さい。 

来訪者が宿泊される場合には必ず許可を得てください。 

外出･外泊 
外泊･外出を希望される場合は、所定の用紙で管理者へ届出

てください。できるだけ事前にお知らせください。 

居室・設備・器具

の利用 

施設内の居室や設備、器具は本来の用法にしたがってご利

用ください。これに違反したご利用により破損等が生じた

場合、賠償していただくことがございます。 

喫煙・飲酒 

施設内は飲酒・喫煙は原則として禁止です。ただし、希望

される方は職員の見守りの元、指定された場所でのみ可能

です。 

迷惑行為等 

騒音等他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮願います。ま

た、むやみに他の利用者の居室等に立ち入らないようにし

てください。 

お願いごと 

施設内での金銭及び食物のやりとりはご遠慮下さい。 

職員に対する贈り物や飲食物のもてなしはお受けできませ

ん。 

 



 

１０ 

所持品の持ち込み 

入居に際して居室の家具など準備していただきますが、出

来るだけ自宅で使用していたなじみの有る、身の回りの物

品を持ち込むようにしてください。（自分の物だと理解出来る

物）（寝具一式・衣類一式・タオル類一式・家具・テレビ・茶碗・コッ

プ・箸等お名前を明記した物） 

宗教活動・政治活動 
施設内で他の利用者に対する宗教活動、および政治活動は

ご遠慮ください。 

動物飼育 施設内でのペットの飼育はお断りします。 

 

19 退去について 

  次の場合には、利用契約を解除し、退去とさせていただきます。 

（１）利用者又は家族が退去を申し出たとき。本人が死亡されたとき。 

（２）要介護認定により、自立又は要支援１と判定されたとき。 

（３）極端な暴力行為や自傷行為により共同生活を送ることが困難となった場合。 

（４）利用に際して、虚偽の報告をし、その他不正な手段により施設を利用した場合。 

（５）利用者が建物、附帯設備を故意または重大な過失により汚損、破損または滅失し

た場合。 

（６）利用料等の費用支払が度々の遅延や、同費用の３ヶ月以上の延滞等、又は利用契

約における相互の信頼関係を損なった場合。 

（７）利用者が入院等で 2ヶ月以上施設での生活ができないとき。 

（８）利用者が常時医療措置が必要な状態になられたとき。 

 

20 拘束の禁止 

   原則として、利用者の拘束はしない。やむを得ず拘束を行う場合は、家族の同意を得て

必要に応じて期間を限定する。拘束を行った理由・期間については必ずカルテに明記し、

解除する為の改善案を記載する。 

 

21 契約の解除 

   （利用者からの契約解除） 

   利用者は当施設に対し、いつでも 30日の予告期間をおいて契約を解除することができる。 
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契 約 内 容 

 

                       様（以下『利用者』と称します）と社会福祉法人ひ

とまる会 グループホーム あったか家族（以下『ホーム』と称します）は、下記のと

おり認知症対応型共同生活介護利用契約を締結します。 

 

22 認知症対応型共同生活介護サービスの目的 

    ホームは、介護保険法関係法令の定めるところにより利用者に対し、この契約の

定めるところに基づき、指定を受けた当該ホームにおいて家庭的な環境の下で、利

用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう各種サービ

スを提供します。 

 

23 被保険者 

    利用者の契約日時点における要介護状態区分は要支援 2・要介護 1・2・3・4・5

です。 

1) 利用者の要介護認定の有効期間は 

令和    年    月    日から 令和    年    月    日

までです。 

2) 被保険者証に記載された認定審査会意見は下記の通りです。 

 

 

 

 

3) 利用者とホームは、この契約が更新される毎に利用者の更新時点で要介護状態

区分、要介護認定有効期間及び認定審査意見を確認し、ホームはこれを確認表に記

載して本契約書末尾に添付します。 

 

24 当施設の概要 

   当施設は介護保険法令に基づき、兵庫県知事の指定を受けた指定認知症対応型共同

生活介護事業者です。 

     

25 契約期間及び契約 

  この利用契約の契約期間は、 

令和   年   月   日から利用者が解約の申し出をする日までとします。 
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ただし、契約期間満了日以前に要介護状態区分の変更の認定を受け、要介護認定有

効期間の満了日が更新された場合は、変更後の要介護認定の満了日をもって契約期

間の満了日とします。 

1) 契約満了日の 30 日以上前までに利用者から書面による更新拒絶の申出がな

い場合、この契約は自動更新され、以降も同様とします。 

2) 本契約が自動更新された場合、更新後の期間は、期間経過の翌日から更新後

の要介護認定有効期間の満了日とします。ただし、契約期間満了日以前に利用

者が要介護状態の変更の認定を受け、要介護認定有効期間の満了日が更新され

た場合、変更後の要介護認定有効期間の満了日をもって契約期間の満了日とし

ます。 

26 認知症対応型共同生活介護計画の作成 

    利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、介護従事者と

協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記

載した認知症対応型共同生活介護計画を、速やかに作成します。 

1) ホームは、認知症対応型共同生活介護計画作成後においても、認知症対応型

共同生活介護計画の実施状況の把握を行い、必要に応じて認知症対応型共同生

活介護計画の変更をします。 

2) 利用者はホームに対し、いつでも認知症対応型共同生活介護計画の内容を変

更するように申し出ることが出来ます。この場合、ホームは、明らかに変更の

必要のないとき及び利用者の不利益となる場合を除き、利用者の希望に沿うよ

うに認知症対応型共同生活介護計画の変更を行います。 

3) ホームは、認知症対応型共同生活介護計画を作成し、また、同計画を変更し

た場合には、利用者及びその家族に対し、その計画の内容を説明します。 

27 介護サービスの内容及びその提供 

ホームは、前条により作成される認知症対応型共同生活介護計画に基づき、本条の

通り各種サービスを懇切丁寧に提供し、本条第 3項のサービスの提供にあたっては、

利用者及びその家族に対し、同サービスの内容の説明をし、同意を得ます。なお、

各種サービスの内容は「12項」の通りです。 

1) 利用者は、介護保険給付対象サービスとして、次の各号のサービス等を受け

ることが出来ます 

   なお、食事その他の家事等については、利用者はホームと共同して行うようにし

ます。 

① 入浴、排泄、食事、着替え等の介護その他生活上の世話 

② 日常生活における機能訓練 

③ 相談、援助 



 

１３ 

2) ホームは、介護保険給付対象外サービスとして、下記のサービス等を受けるこ

とが出来ます。(利用料については「12条」に定める) 

① 食事の提供 

② おむつの提供 

③ 理容 

④ 買い物、役所手続きの代行 

⑤ 医師の往診等療養上の世話 

⑥ レクリエーション 

⑦ 施設の利用その他生活サービス 

⑧ 日常品の提供 

3) ホームは、本条の各種サービスの提供にあたり、利用者及びその家族に対し

各種サービスの提供方法等について説明をします。 

4) ホームは、利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するために、

緊急かつやむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限しま

せん。 

5) ホームは、保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携

に努め、利用者の利用状況等を把握するようにします。 

6) 利用者及びその家族の希望により、ホームは医師・訪問看護ステーションと

連携し、利用者の健康管理及び重度化した場合においても指針に基づき看取り

の対応をします。 

28 計画作成までのサービス 

   ホームは利用者に対し、本契約締結後第 26条の計画書が作成されるまでの間、利用

者がその有する能力に応じた自立した日常生活を営むことができるように適切な各

種サービスを提供します。 

 29 居室の利用 

   利用者が利用する居室の定員は一人部屋で、        号室です。 

30 相談及び援助 

   ホームは、常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、

利用者及び利用者に関する家族の心配や悩みについて相談に応じます。 

31 金銭等の管理 

    ホームは、利用者の現金及び預貯金につき原則として管理しません。また、財産の

管理運用についてもこれを行いません。 

1) ホームは、前項の規程にかかわらず、利用者の日常生活に必要な金銭の保管

管理をすることがあります。 
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32 保険給付の請求のための証明の交付 

   ホームは、法定代理受領サービスに該当しない認知症対応型共同生活介護サービス

を提供した場合において、利用者から利用料の支払いを受けたときは、サービス提

供証明書を交付します。サービス提供証明書には、提供した介護保険給付対象の各

種サービスの種類、内容、利用単位、費用等を記載します。 

33 介護サービスの記録 

1) ホームは、利用者に対する介護サービスの提供に際し、作成した記録書類を、

完了日から 5年間保管します。 

2) 利用者またはその家族はホームに対し、いつでも前項の記録の閲覧・謄写を求

めることができます 

34 運営推進会議 

     運営推進会議を設置し、概ね 2 ヶ月に 1 回以上、運営推進会議に対し認知症対

応型共同生活介護サービス等の活動状況を報告し、評価を受ける共に、運営推進

会議から必要な要望、助言等を聴く機会を設けるものとします。 

    会議のメンバーとして、運営者（管理者、介護支援専門員、一般介護職員） 

    利用者、その家族、地域住民の代表、本多聞高齢者介護支援センターあんしんす

こやかセンター職員と知見者で構成されています。 

35 情報公開・外部評価及び自己評価 

1）『情報公開』とは介護保険法の規程に基づいて、介護保険制度の基本理念である

「利用者本位」「高齢者の自立支援」「利用者による選択（自己決定）」を現実に保

証するための新しい仕組みです。利用者によるホームの選択を支援することを目

的とし、都道府県内の介護サービスホームと、施設（サービス種類毎）がその提

供するサービス内容及び運営状況に関する情報公表し、利用者又はその家族が比

較検討することが可能となっています。    

2）第 3者評価及び自己評価』とは、ホームの自己評価を基に第 3者（当事者以外の

構成・中立な立場）機関が専門的且つ客観てきな立場からホームを評価するもの

です。個々のホームが具体的な問題点を把握して福祉サービスの質の向上を図る

と共に利用者の適切なサービスの選択に資するための上となっています。 

36 契約の終了 

  次の各号の一に該当する場合は、この契約は終了します。 

1 要介護の認定更新において、利用者が自立もしくは要支援 1と認定された場合 

2 ホームが第 19条に基づき解除を通告し、予告期間が満了した日。 
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3 利用者が病気の治療等その他 2 ｹ月以上ホームの施設を離れることが決まり、そ

の移転先が 受入れ可能となったとき。またはホームの施設を離れた期間が結果

的に 2 ｹ月以上となったとき。 

4 利用者が、他の介護保険施設への入所が決まり、その施設での受入れが可能とな

ったとき。 

5 要介護度認定前にサービスを提供した場合、要介護認定後に自立（非該当）と判

定された場合の利用料は全額利用者の負担となり、契約が終了いたします。 

37 利用者の契約解除 

   利用者はホームに対し、いつでも 30日の予告期間をおいてこの契約を解除するこ

とができます。 

38 ホームの契約解除 

    ホームは利用者に対し、下記に該当する場合は、30 日の予告期間をおいて、この

契約を解除することができます。 

1．正当な理由なく利用料その他自己の支払うべき費用を 3 ｹ月以上滞納したとき 

2．伝染性疾患により利用者本人ならびに他の利用者の生活または健康上に重大な影

響をおよぼすおそれがある時。 

3．利用者の行動が他の利用者の生活または健康に重大な影響を及ぼすおそれがあり、

かつ利用者に対する通常の介護方法ではこれを防止することができないとき。 

4．利用者が故意に法令違反その他重大な秩序破損行為を行い、改善の見込みがない

とき。 

5．利用者が入院等により 2ヶ月以上施設での生活ができないとき。 

39 退去時の援助及び費用負担 

   契約の解除あるいは終了により利用者当該施設を退去するときは、予め退去先が決ま

っている場合を除き、居宅介護支援事業者またはその他の保険機関もしくは福祉サー

ビス機関等と連携して、利用者またはその家族に対して、円滑な退去のために必要な

援助を行います。なお、利用者の退去までに生活に要した費用等の実費は、利用者の

負担とします。 

40 精算 

   ホームが、認知症対応型共同生活介護に関し、利用者から事前に受領している利用

料等があり、契約の中途解約等により精算の必要が生じた場合は、サービスの未給付

分等必要な金額を速やかに返還します。 
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41 損害賠償 

    ホームは、利用者に対する介護サービスの提供にあたって、万が一事故が発生し、

利用者の生命・身体・財産に損害が発生した場合は、不可抗力による場合を除き、

速やかに利用者に対して損害を賠償します。ただし、利用者に重過失がある場合は、

賠償額を減ずることができます。 

1．ホームは、万が一の事故に備えて損害賠償責任保険に加入しています。 

2．利用者の故意、重過失等により居室または備品等において、通常の保守・管理の

程度を越える補修等が必要となった場合には、その費用は利用者が負担します。  

42 緊急時の対応 

 1．ホームは、利用者が病気または怪我により診断、治療が必要となった場合、また

その他医療行為が必要な場合は、利用者の主治医またはホームの協力医療機関に

おいて速やかに必要な治療を受け、利用者が急に身体の具合が悪くなった場合は、

主治医と連絡をとり救急治療あるいは救急入院が受けられるようにします。 

2．ホームは、サービス提供体制の確保並びに夜間における緊急時の対応のために、

重要事項説明書記載の施設と連携・支援体制をとっています。 

3．ホームは、原則として、利用者の拘束はしません。やむを得ず拘束を行う場合、

家族の同意を得て最低限度な期間に限定します。 

43 連帯保証人 

 1．ホームは利用者に対し、連帯保証人を求めることがあります。ただし、社会通念

上、連帯保証人を立てることができない相当の理由が認められかつ、当施設が認

めた場合にはその限りではありません。 

 2．連帯保証人は、この契約に基づく利用者のホームに対する一切の債務につき、入

居者と連帯して履行する責任を負います。 

 3．連帯保証人は、前項の責任のほか、次の各号の責任を負います。 

① 利用者が疾病等により医療機関に入院する場合、入院手続きが円滑に進行する

ようにホームに協力すること。 

② 契約解除または契約の終了の場合、予め退去先が決まっている場合を除き、ホー

ムと連携して利用者の状態に見合った適切な受入先の確保等必要な援助をする

こと。 

③ 利用者が死亡した場合の遺体及び遺留品の処理その他必要な措置をなすこと。 

44 秘密保持 

 1．ホームは、業務上知り得た利用者及びその家族に関する秘密については、利用者

または第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除き、

入居中及び退居後も第三者に漏らすことはありません。 
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 2．ホームは、ホームの従業員が就職中、退職後に業務上知り得た入居者、その家族

及び連帯保証人の秘密を正当な理由なく漏らすことがないよう配慮します。 

 3．ホームは、あらかじめ文書により利用者の同意を得た場合に、サービス担当者会

議等においてサービス提供上必要な範囲内で、入居者及び家族の個人情報を用いる

ことができるものとします。 

45 苦情処理 

1．利用者または連帯保証人は、提供された介護サービスに苦情がある場合、いつで

も重要事項記載のご利用者相談窓口に苦情を申し立てることができます。その場

合ホームは迅速、適切に対処し、サービスの向上又その改善に努めます。 

2．利用者は介護保険法令に従い、市町村及び国民健康保険団体連合会等の苦情申し

立て機関に苦情を申し立てる事ができます。 

3．ホームは、利用者が苦情申し立てを行った場合でも、これを理由として利用者に

対して何らかの差別待遇をしません。 

46 合意管轄 

  本契約に起因する紛争に関して訴訟の必要が生じたときは、神戸地方裁判所をもっ

て第一審管轄裁判所とすることを、利用者及びホームは予め合意します。 

47 契約に定めのない事項 

この契約に定めのない事項及び疑義がある場合は、介護保険法令その他法令の定め

るところにより、ホーム、利用者及びその連帯保証人が協議の上、誠意をもって対

応するものとします。 

以上の契約の証として本契約書を 2 通作成し、利用者、ホームは記名押印の上、各自

その 1通を保有します。 
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附則  

平成 29年４月 1日 より施行する。 

平成 30年  4月 1日  ・医療体制加算ⅠⅡ・入院期間中の体制加算  

                    ・栄養スクリーニング加算・生活機能向上連携加算 

・口腔衛生管理体制加算       追加 

・退居、契約の解除・・２カ月     変更 

 令和 1年 5月 1日  ・保険給付利用料 3割負担     追加 

             ・重要事項説明兼契約書に代理人署名捺印欄 追加 

令和 1年 10月 1日   ・介護報酬の単位数        変更 

 令和 2年 5月 1日  ・処遇改善加算Ⅰ         変更 

令和 4年 6月 1日  ・1日あたりの利用料（単位数、負担金額）変更 

           ・入院期間中の体制加算     変更 

           ・サービス提供強化加算Ⅰ    変更 

           ・サービス提供強化加算Ⅱ・Ⅲ  追加 

           ・処遇改善加算Ⅳ・Ⅴ      削除 

           ・科学的介護推進体制加算    追加 

           ・看取り加算          追加 

           ・口腔・栄養スクリーニング加算 変更 

           ・協力医療機関         変更 

           ・医療連携機関         変更 

           ・退居条件に常時医療措置が必要になった場合  追加 

           ・管理者変更 

令和 4年 9月１日   ・重要事項説明兼契約書に代理人署名捺印欄 追加 

           ・管理者変更 

令和 4年 11月 1日  ・介護職員等ベースアップ等支援加算 追加 

 令和 5年 1月 1日  ・介護保険外サービス 家賃、水道光熱費利用料 変更 

令和 5年 4月 1日  ・医療連携「クリオ訪問看護・リハビリステーション」に変更 

 令和 5年 4月 10日   ・契約書契約署名頁 変更 

 令和 6年 4月 1 日  ・管理者変更 

 

 

 

 

 

 

 



 

１９ 

 年  月  日 

 

指定（介護予防）認知症対応型共同生活介護サービスの開始に当り、利用者に対して、 

重要事項説明書兼契約書の書面に基づいて、重要事項兼契約書を説明し交付しました。 

【事業者】 

所 在 地： 兵庫県神戸市垂水区舞子坂 3丁目 16-10 

名    所： グループホーム あったか家族 

指定番号： ２８９０８００３８２ 

 

管理者 ：  脇田 直樹      印 

 

説明者 ：     印 

（契約担当者） 

 

私は、重要事項説明兼契約書を書面により、事業所から指定(介護予防)認知症対応型共同

生活介護サービスについて重要事項兼契約書の説明を受け、同意の上で契約をします。 

契約を証するため、本書を 2通作成し利用者、事業者が押印のうえ、１通ずつ保有するものと

します。 

 

  年  月  日 

【契約者】 ※利用者本人 

 

住所： 

 

氏名：     印 

 

契約者は、署名ができないため、契約者本人の意思を確認の上、私は契約者の代わりにそ

の署名を代行します。 

【代理人・署名代行者・立会人】 

 

住所： 

 

氏名：     印（契約者との続柄：   ） 


